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在宅医療、介護施設、高齢者住宅は「出口」から「入口」へ

85歳以上人口が増加する中で、従来の医療から慢性期疾患や複合的ニーズを有する患者が中心となる。

出所：令和６年度第１回 医療政策研修会 （２）分析ツールを活用した地区診断について（資料９） 松田晋哉氏
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慢性期ニーズに対応するサービス提供の場

新たな地域医療構想では、在宅医療だけでなく、介護保険施設や療養病床も含めて地域の資源と合わせて検討

していく見込みである。

出所：第３回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料1
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在宅医療における圏域の考え方

以下は在宅医療に関連する論点に対して、どの地域単位の協議が重要かをまとめている。

在宅医療の細分化した論点
二次
医療圏

市町村
日常生活
圏域

要点

① 訪問診療の供給
（担い手確保・エリア分担）

中 中 強
国が必要量推計等の情報を提供し、都道府県が在宅介護体制も勘案して
在宅医療体制を整備するが、地域への実装は生活圏で運用。

② 訪問看護の供給
（24h対応・緊急訪問）

中 中 強
在宅医療需要の増加、訪問看護等の需要増を踏まえ、地域実情に応じた
体制整備を進める。

③ 在宅のバックベッド・急変時受入
（後方支援）

強 弱 中
在宅療養患者の急変時に適切対応するための情報共有・連携、体制整備
を進める必要がある。医療計画における役割や、地域医療構想における
ポジショニングの双方において検討する必要がある。

④ 入退院支援 強 中 中
医療・介護の連携は在宅の現場運用が中核。市町村主体で医師会等と協
働し推進する。

⑤ 在宅での看取り
（ACP、死亡時対応、家族支援）

中 中 強
本人・家族の希望に沿った医療・ケア提供（看取り含む）と連携体制構
築を進める。

⑥ 在宅リハ・栄養・口腔等の
多職種供給

弱 中 強
多職種協働で在宅医療と介護を一体的に提供する体制を、市町村中心に
（都道府県支援を得つつ）構築する。

⑦ 高医療依存の在宅
（人工呼吸器、在宅酸素等）

強 弱 中
在宅医療の圏域設定、拠点・積極的役割医療機関の位置づけ等を医療計
画で整理する。

⑧ 独居・認知症・精神など生活課題
つき在宅

弱 強 強
地域包括ケアは市町村等が主体的に地域特性に応じて構築（生活支援と
一体で回す領域）。

⑨ 住まい（施設/住宅）との連携
（サ高住・老健等）

中 強 強
住まい・医療・介護・予防・生活支援の一体提供＝地域包括ケアの中核
（市町村の計画・基盤整備が効く）。

⑩ 災害時の在宅要配慮者支援） 中 強 強
在宅医療の連携体制構築に加え、災害時の業務継続（BCP）等の推進が
示されている。
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慢性期ニーズ・高齢者の住まいへの対応状況（慢性期病床・介護施設・高齢者住宅）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 6~7参照）

北部医療圏は75歳以上人口に対して、慢性期病床や介護保険施設が全国や沖縄県全体と比較して多い傾向に

ある。その一方で、居住系サービスは少なく、人的資源の必要なサービスが多い傾向にある。総数としては全

国平均よりも多く、一定の整備がされていると考えられる。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成

慢性期病床数：令和5年度病床機能報告

介護保険施設定員数および高齢者住宅戸数：地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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高齢化に対応する在宅医療の提供体制

在宅医療における4つの場面とそれを支える医療機関の視点で、供給状況の分析を行った。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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参考｜在宅療養支援病院および支援診療所の概要

出所：中央社会保険医療協議会 総会（第615回）総-2 在宅（その１）
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在宅療養支援病院（在支病）及び在宅療養支援診療所（在支診）
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 10~11参照）

北部医療圏は在支病が1件、機能強化型（連携）の在支診が3件、従来型の在支診が3件であるが、総数は全国

平均を下回っている。

出所：以下のデータをもとに日本経営が作成

地域包括ケア版基礎データ（Copyright Wellness Co.,Ltd.）
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在宅医療の提供状況
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 12~13参照）

在支診、在支病以外も含めた在宅医療の提供状況では、施設数は全国平均程度となっているが実施件数は少な

い。在宅医療における資源の充足のための施策とともに、資源に頼らないあり方を検討する必要がある。

令和5年度医療施設調査をもとに日本経営が作成
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沖縄県及び北部医療圏おける在宅医療の提供状況①入退院支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 14~15参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、入退院支援の実施状況を確認した。

入退院支援加算や介護支援連携指導料などの退院に向けた調整やケアマネとの面談が積極的に行われている。

また、退院後訪問指導料等の入院医療機関が退院後の在宅生活を支援するような活動も見られる。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成

※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）

患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。
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沖縄県及び北部医療圏おける在宅医療の提供状況②日々の療養支援
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 18~19参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療に関連する診療行為の実施状況を確認した。

慢性期病床や介護施設が多いこともあり、在宅医療の提供状況は少ない傾向にある。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成

※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）

患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。
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沖縄県及び北部医療圏おける在宅医療の提供状況③急変対応、看取り
（他の圏域、市町村別のデータは別紙P. 21~22参照）

性年齢調整された指数のSCRを用いて、在宅医療における急変対応に関連する診療行為の実施状況を確認した。

往診や緊急往診の件数は少なく、急変時の在宅医と入院医療機関の連携についても少ない状況にある。

一方で、急変時の在支病、在支診と入院医療機関の連携は全国より高く、役割を発揮できている。

出所：内閣府 医療提供状況の地域差（SCR）令和4年度診療分 より日本経営が作成

※各都道府県の年齢構成を調整し、レセプトの出現比（SCR）として指数化（全国平均と同じ診療回数が行われた場合には指数が100となる）

患者住所地の人口から期待値を推計し、施設所在地ベースの件数と比較しているため、患者の流入がある地域は100を上回りやすい。

在宅患者の急変時や診療方針の変更等の際に在宅を担当する2者以上でカンファレンス
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５．医療・介護連携における論点
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介護施設等における対応力の強化

医療介護連携においてはACSCに対する適切な対応が論点として挙げられる。協力医療機関の確保と、実態の

伴った連携が必要となる。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 41

入院を回避するための医療介護連携

ACSCへの対応を地域で積極的に取り組んでいる事例がある。地域の医療資源に合わせた対応を検討する必要

がある。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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介護保険施設との連携強化（協力医療機関の役割）

令和6年度診療報酬改定・介護報酬改定において協力医療機関の役割と評価が明確になった。

出所：第11回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 新たな地域医療構想について（外来・在宅医療・介護との連携等、医療機能）
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沖縄県内の連携状況

沖縄県に届出されている全134件の事業所の協力医療機関の特徴を分析した。（最大3医療機関を選択してい

るため複数回答を集計していることに留意。）

急性期医療を担う医療機関が多く、地域密着型の機能を有する病院が少ない傾向にある。

沖縄県提供資料より日本経営が作成

※県の提供データであり、市町村が管理している施設は集計対象に含まれていない。

サービス
病院

診療所 回答数
急充１ 総合３ なし

１ 特定施設入居者生活介護 27% 4% 40% 29% 45

４ 介護老人福祉施設 6% 18% 56% 20% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

0% 39% 33% 28% 18

６ 介護老人保健施設 23% 22% 49% 6% 86

７ 介護医療院 0% 0% 100% 0% 15

８ 養護老人ホーム 0% 0% 100% 0% 6

総計 14% 17% 53% 16% 288

サービス
病院

診療所 回答数
三次 二次 告示 無し

１ 特定施設入居者生活介護 4% 38% 7% 22% 29% 45

４ 介護老人福祉施設 0% 37% 6% 36% 20% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

0% 50% 6% 17% 28% 18

６ 介護老人保健施設 14% 55% 3% 22% 6% 86

７ 介護医療院 0% 0% 20% 80% 0% 15

８ 養護老人ホーム 0% 50% 0% 50% 0% 6

総計 5% 42% 6% 31% 16% 288

サービス

病院 診療所

回答数在宅療養後
方支援病院

在宅療養支援病院
届出なし

在宅療養支援診療所
歯援診 届出なし

支援病１ 支援病２ 支援病３ 支援診1 支援診２ 支援診３

１ 特定施設入居者生活介護 27% 2% 4% 9% 29% 0% 4% 13% 0% 11% 45

４ 介護老人福祉施設 15% 5% 10% 15% 34% 0% 6% 6% 0% 8% 118

５ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 11% 0% 0% 22% 39% 0% 22% 0% 0% 6% 18

６ 介護老人保健施設 27% 1% 6% 9% 51% 0% 0% 0% 1% 5% 86

７ 介護医療院 0% 20% 20% 20% 40% 0% 0% 0% 0% 0% 15

８ 養護老人ホーム 50% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 6

総計 20% 5% 8% 13% 38% 0% 5% 5% 0% 45% 288

→拠点機能に相当する病院が3割 →二次救急以上が5割

→在宅医療の機能を十分に有さない病院が4割
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令和8年度診療報酬改定における「治し、支える医療」の評価

1月9日の中央社会保険医療協議会において、以下の内容が整理をされている。医療・介護連携の実効性を高

めるために情報共有やカンファレンスの頻度を強化する見込みとなる。包括期を担う病院が協力医療機関の機

能を強化することが期待される。

（以下、抜粋）

Ⅱ－２ 「治し、支える医療」の実現

Ⅱ－２－１ 在宅療養患者や介護保険施設等入所者の後方支援（緊急入院等）を担う医療機関の評価

(1) 介護保険施設や在宅医療機関の後方支援を行うに当たり、実効性のある連携関係を保ちつつ業務効率化を

図る観点から、協力医療機関に対して求めている協力対象施設との情報共有・カンファレンスの頻度を見直す。

(2) 高齢者救急、在宅医療及び介護保険施設の後方支援を更に充実させる観点から、地域包括医療病棟入院料

及び地域包括ケア病棟入院料について、これらの体制及び一定の実績を持つ医療機関を更に評価する。

(3) 地域包括ケア病棟における在宅医療や協力対象施設の後方支援の機能をより高く評価する観点から、初期

加算の対象となる患者の範囲及び評価並びに退院支援に係る診療報酬項目の包括範囲を見直す。
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包括期入院医療を担う病院の機能を表現しうる指標の候補

以下が包括期の入院医療において評価の対象として挙げられている。

入院で受けて在宅復帰を支援するだけでなく、急変対応や入院をさせないことへの評価も今後は想定される。

中央社会保険医療協議会 総会（第624回）総-7 入院について（その４）
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６．新たな地域医療構想に向けて圏域で考えるべきこと



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 47

2040年に向けて整理すべきこと

2040年に向けて、入院から外来、在宅、医療・介護連携まで広く整理するためには全体像を把握する必要が

ある。構想区域（二次医療圏）、市町村、日常生活圏域における課題を共有しながら整理をして、それぞれの

医療機関の担うべき役割や、機能を強化するための連携の在り方について議論する必要がある。

提供体制全体の

課題の整理

地域課題を整理して、入院・外
来・在宅・介護において、どの
ような課題を抱えているかを整
理し、地域内で共有する。

（課題の目線）
・流出入の状況
・病床機能のバランス
・在宅医療の普及、急変対応
・かかりつけ医機能の地域差
・救急医療の持続可能性
・働き手の確保

求められる機能と

担い手の明確化

課題解決のために必要な機能と
担い手を明確にする。機能を集
約すべきか、一定の分散が必要
かも判断する。

（役割を決める制度）
・新たな構想における医療機関
機能
・在宅医療において積極的役割
を担う医療機関
・かかりつけ医機能報告

地域内の連携の

在り方の検討

機能の強化、及び、効率的に強
化するために連携体制を構築す
る。

（構築における必要事項）
・新たな構想における医療機関
機能
・在宅医療において積極的役割
を担う医療機関
・かかりつけ医機能報告

2040年に向けた医療提供体制の構築のために整理すべきこと
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地域の実情に応じた医療介護連携の在り方

医療介護連携を進めるためには在宅療養を支援する病院を中心とした地域内のネットワークの構築が必要とな

る。

出所：第２回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料6（松田晋哉氏）
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かかりつけ医機能報告における協議の場

出所：かかりつけ医機能報告制度に係る自治体向け説明会（第５回）
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かかりつけ医機能報告における協議の場の進め方

協議の進め方について、以下のように整理がされている。

行政がデータの整理を進めるとともに、医療機関を中心とした関係者が地域で目指すべき姿や課題を共有する

ことが重要となる。

出所：令和７年度 在宅医療・介護連携推進支援事業研修会議Ⅰ
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参考｜時間外対応をテーマとした協議の例

出所：令和７年度 在宅医療・介護連携推進支援事業研修会議Ⅰ
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医療経営も医療介護行政も、複眼的な視点による情報収集と、共通理念に基づく意思決定が必要

医療介護の政策における論点や課題は複雑、かつ、広範囲となってきている。

医療機関、関係団体、行政（県、市町村）、保険者、多くの関係者の複眼的な視点の意見を取りまとめ、地域

の実情に即した施策へつなげる必要がある。

協議の場

共通のゴールを持ち、
解決策を検討

住民ニーズの把握、現場の実態、
解決策につながる真の課題

構造及び課題の把握、計数管理、他の地
域との比較、複数の分野から見た課題

過去の歴史から見た課題の把握、
将来予測に基づく課題の把握

地域の実態に即した施策の検討及び実行へ



532026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd.

■情報照会先

株式会社日本経営

担当：近藤 瑛佑
Email：eisuke.kondo@nkgr.co.jp

〒561-8510
大阪府豊中市寺内2-13-3

TEL:06-6865-1373
FAX:06-6865-2502

• 本資料に提供されている内容は万全を期しておりますが、入手し得る資料及び情報に基づいて作成した

ものであり、その内容の正確性や安全性を保障するものではありません。

• 本資料を弊社に何の断りなく用い、貴社、貴法人が損害等を被った場合において、弊社は一切の責任を

負いかねます。

• 本資料は弊社独自のものですので、取り扱いには十分注意していただけますよう宜しくお願い申し上げま

す。
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